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（2022 年 12 月 2 日受理） 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）は、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受け

て作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科

学大臣決定）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、令

和 2 年 4 月 22 日改正）等に基づき、原子力基礎工学研究に関する事後評価及び事前評価を原子力

基礎工学研究・評価委員会に諮問した。 

これを受けて、原子力基礎工学研究・評価委員会は、本委員会によって定められた評価方法に

従い、原子力機構から提出された原子力基礎工学研究センターの運営、及び原子力基礎工学研究

の実施に関する説明資料の検討、並びに口頭発表と質疑応答を行った。 

本報告書は、原子力基礎工学研究・評価委員会より提出された事後評価及び事前評価の内容を

まとめるとともに、「評価結果（答申書）」を添付したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書は、研究開発・評価委員会（原子力基礎工学研究・評価委員会）が「国の研究開発評価に

関する大綱的指針」等に基づき実施した外部評価の結果を取りまとめたものである。 

日本原子力研究開発機構 原子力科学研究部門 原子力科学研究所 原子力基礎工学研究センター 

研究推進室（事務局） 

原子力科学研究所：〒319-1195 茨城県那珂郡東海村大字白方 2 番地 4
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1．概要 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という）は、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針」（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）及びこの大綱的指針を受け

て作成された「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」（平成 29 年 4 月 1 日文部科

学大臣決定）、並びに原子力機構の「研究開発課題評価実施規程」（平成 17 年 10 月 1 日制定、令

和 2 年 4 月 22 日改正）等に基づき、原子力基礎工学研究に関する事後評価及び事前評価を原子力

基礎工学研究・評価委員会に諮問した。 

これを受けて、原子力基礎工学研究・評価委員会は、本委員会によって定められた評価方法に

従い、原子力機構から提出された原子力基礎工学研究センターの運営、原子力基礎工学研究の実

施に関する説明資料の検討、並びに資料説明と質疑応答を行った。 

評価対象期間は、事後評価を原子力機構の第 3期中長期目標期間 (平成 27 年 4 月 1 日～令和 4

年 3 月 31 日)、事前評価を第 4 期中長期目標期間（令和 4 年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日）と

し、評価を行った。 

委員会において、事後評価対象期間の実績に対しては、「着実に研究力の向上を図り、研究開発

を推進していると認められる。また、成果を多くの査読付き論文として発信し、顕著な成果に関

してはプレスリリースを積極的に実施するとともに、核データライブラリ、計算コードなどの研

究基盤の整備と外部への提供を実施すると同時に多くの学協会賞を受賞するなど外部からの高い

評価を多数受けており、基礎基盤研究として当初の目標以上の優れた成果が得られているものと

考える。」と評された。また、事前評価対象期間の研究計画については、「重要な課題を中心とし

た計画となっており、概ね妥当と判断される。」と評された。 
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2．原子力基礎工学研究・評価委員会の構成 

 

本委員会は平成 18 年 4 月 1 日に設置され、評価を実施した時点で表 1 の 11 名の委員から構成

されている。また、本委員会の下には、高速炉サイクル研究開発・評価委員会と合同で設置した

表 2 の 11 名の委員から構成される分離変換技術研究専門部会が設置されている。 

 

表 1 原子力基礎工学研究・評価委員会委員 

 

  

役職 氏 名 所 属 ・ 職 位 

委員長 渡邉 豊 
国立大学法人東北大学大学院 工学研究科  

量子エネルギー工学専攻 教授 

委員 池田 泰久 
国立大学法人東京工業大学 科学技術創成研究院 

ゼロカーボンエネルギー研究所 名誉教授 

委員 岩城 智香子 
東芝エネルギーシステムズ株式会社  

エネルギーシステム技術開発センター シニアフェロー 

委員 植田 真司 
公益財団法人環境科学技術研究所  

環境影響研究部 主任研究員（環境研究グループリーダー） 

委員 尾崎 友彦 
中部電力株式会社 原子力本部 原子力部  

運営グループ グループ長 

委員 笠原 直人 
国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 

原子力国際専攻 教授 

委員 北田 孝典 
国立大学法人大阪大学大学院 工学研究科  

環境エネルギー工学専攻 教授 

委員 西 義久 
一般財団法人電力中央研究所 原子力リスク研究センター 

研究コーディネーター（リスク評価分野） 研究参事 

委員 野口 和彦 
国立大学法人横浜国立大学  

先端科学高等研究院 リスク共生社会創造センター 客員教授

委員 村上 朋子 
一般財団法人日本エネルギー経済研究所  

戦略研究ユニット 原子力グループ マネージャー 

委員 保田 浩志 
国立大学法人広島大学 

原爆放射線医科学研究所 教授 

  (委員氏名は五十音順。ただし委員長を除く)
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表 2 分離変換技術研究専門部会専門委員 

 

役職 氏 名 所 属 ・ 職 位 

部会長 竹下 健二 
国立大学法人東京工業大学 科学技術創成研究院 

ゼロカーボンエネルギー研究所 所長・教授 

部会長代理 北田 孝典 
国立大学法人大阪大学大学院 工学研究科 

環境エネルギー工学専攻 教授 

専門委員 石黒 勝彦 原子力発電環境整備機構 技術部 技術専門役 

専門委員 笠田 竜太 
国立大学法人東北大学 金属材料研究所 

原子力材料工学研究部門 教授 

専門委員 岸田 一隆 学校法人青山学院大学 経済学部 教授 

専門委員 黒﨑 健 国立大学法人京都大学 複合原子力科学研究所 教授 

専門委員 小山 正史 一般財団法人電力中央研究所 原子力技術研究所 主席研究員

専門委員 鈴木 達也 
国立大学法人長岡技術科学大学大学院 工学研究科 

原子力システム安全工学専攻 教授 

専門委員 高木 直行 
東京都市大学大学院 総合理工学研究科 

共同原子力専攻 主任教授 

専門委員 星野 剛 
株式会社青森原燃テクノロジーセンター 

代表取締役社長 

専門委員 吉橋 幸子 
国立大学法人名古屋大学 大学院工学研究科 

総合エネルギー工学専攻 准教授 

  (委員氏名は五十音順。ただし部会長、部会長代理を除く) 
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3．審議経過 

 

(1) 諮問：令和 3 年 7月 30 日 

 

(2) 第 17 回原子力基礎工学研究・評価委員会 

 令和 3 年 10 月 1 日～令和 3 年 10 月 11 日（書面審議） 

・ 1 回目事前評価の目的と方法 

・ 原子力基礎工学研究に関する個別説明と書面審議 

 

(3) 第 8 回原子力基礎工学研究・評価委員会 分離変換技術研究専門部会 

 令和 3 年 11 月 22 日（オンライン会議） 

・ 事後評価の目的と方法 

・ 分離変換技術研究に関する説明と討議 

 

(4) 第 18 回原子力基礎工学研究・評価委員会 

 令和 4 年 1 月 13 日（オンライン会議） 

・ 事後評価及び 2 回目事前評価の目的と方法 

・ 原子力基礎工学研究に関する説明と討議 

・ 総合討論 

 

(5) 評価結果の取りまとめ：令和 4 年 1 月 14 日～令和 4年 2 月 7 日 

 各委員による評価結果を委員長が取りまとめ、全委員の合意のもと答申書を作成 

 

(6) 答申：令和 4 年 2月 8 日 
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4．評価方法 

 

以下の評価作業手順及び評価項目に従い、原子力基礎工学研究センターより提出された原子力

基礎工学研究センターの運営、原子力基礎工学研究の実施に関する説明資料の検討、並びに資料

説明と質疑応答を行った。なお、高速炉・新型炉研究開発部門と共同で実施している内容を含む

分離変換技術研究については、分離変換技術研究専門部会での議論も含めて評価した。 

 

(1) 評価作業手順 

① 評価方法についての議論と評価方法の決定 

② 各研究分野における研究実施内容、成果、今後の研究計画に関する説明と質疑・応答 

③ 原子力基礎工学研究センターの運営についての説明と質疑・応答 

④ 提出資料に基づき、評価意見を整理 

⑤ 答申書の取りまとめ方針の検討 

 

(2) 評価項目 

 事後評価 

(1) 研究成果の達成度と当初計画の妥当性 

・ 研究開発の達成度（成功・不成功の原因の把握・分析） 

・ 当初の研究開発計画の妥当性 

(2) 研究成果の社会への反映 

・ 研究開発成果の効果・効用（アウトカム）の把握・普及の程度 

・ イノベーション創出への取組の妥当性 

・ 社会実装の達成度、取組の妥当性（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む） 

・ 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

(3) 研究成果の展開・発展 

・ 将来への研究開発の展開、新たな課題への反映の検討 

(4) 国内外他機関との連携 

・ 国内外他機関との連携の妥当性 

(5) 研究成果の発信 

・ 研究開発課題／成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 

(6) 人材育成への取組 

・ 若手研究者の育成・支援への貢献の程度 

・ 人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 

1 回目事前評価 

(1) 研究開発課題の基本方針の方向性・目的・目標等の妥当性 

(2) 研究開発課題の選定の妥当性 

 

 

3．審議経過 

 

(1) 諮問：令和 3 年 7月 30 日 

 

(2) 第 17 回原子力基礎工学研究・評価委員会 

 令和 3 年 10 月 1 日～令和 3 年 10 月 11 日（書面審議） 

・ 1 回目事前評価の目的と方法 

・ 原子力基礎工学研究に関する個別説明と書面審議 

 

(3) 第 8 回原子力基礎工学研究・評価委員会 分離変換技術研究専門部会 

 令和 3 年 11 月 22 日（オンライン会議） 

・ 事後評価の目的と方法 

・ 分離変換技術研究に関する説明と討議 

 

(4) 第 18 回原子力基礎工学研究・評価委員会 

 令和 4 年 1 月 13 日（オンライン会議） 

・ 事後評価及び 2 回目事前評価の目的と方法 

・ 原子力基礎工学研究に関する説明と討議 

・ 総合討論 

 

(5) 評価結果の取りまとめ：令和 4 年 1 月 14 日～令和 4年 2 月 7 日 

 各委員による評価結果を委員長が取りまとめ、全委員の合意のもと答申書を作成 

 

(6) 答申：令和 4 年 2月 8 日 
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2 回目事前評価 

(1) 研究計画の妥当性 

・ 研究開発課題の選定の妥当性 

・ 方向性・目的・目標等の妥当性 

・ 研究開発の進め方の妥当性 

・ 研究資金・人材等の研究開発資源の配分計画の妥当性 

(2) 研究成果の社会への反映計画の妥当性 

・ イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 

・ 社会実装に向けた取組計画の妥当性 

・ 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

(3) 国内外他機関との連携の妥当性 

・ 国内外他機関との連携の妥当性 

(4) 研究成果の発信計画の妥当性 

・ 研究開発課題／成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 

(5) 人材育成への取組の妥当性 

・ 人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 

(3) 評価対象期間 

 評価対象期間は、事後評価は原子力機構の第 3 期中長期目標期間 (平成 27 年 4 月 1 日～令

和 4 年 3 月 31 日)、事前評価は第 4 期中長期目標期間（令和 4年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日）

とし、評価を行った。 
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５．評価結果（答申書） 

 

令和 4 年 2月 8 日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究部門 

部門長  大井川 宏之 殿 

 

研究開発・評価委員会 

(原子力基礎工学研究・評価委員会) 

委員長 渡邉 豊 

 

研究開発課題の評価結果について(答申) 

 

当委員会に諮問 〔令 03 原機(原)004〕 のあった下記の研究開発課題の事後／事前評価につい

て、その評価結果を別紙のとおり答申します。 

 

記 

 

研究開発課題「原子力基礎工学研究」 

以上 

 

  

 

 

2 回目事前評価 

(1) 研究計画の妥当性 

・ 研究開発課題の選定の妥当性 

・ 方向性・目的・目標等の妥当性 

・ 研究開発の進め方の妥当性 

・ 研究資金・人材等の研究開発資源の配分計画の妥当性 

(2) 研究成果の社会への反映計画の妥当性 

・ イノベーション創出の可能性と創出に向けた取組計画の妥当性 

・ 社会実装に向けた取組計画の妥当性 

・ 科学技術政策、社会的・経済的意義／ニーズへの適合性 

(3) 国内外他機関との連携の妥当性 

・ 国内外他機関との連携の妥当性 

(4) 研究成果の発信計画の妥当性 

・ 研究開発課題／成果の社会的受容性（社会へ及ぼす影響度の想定） 

(5) 人材育成への取組の妥当性 

・ 人材育成に関する取組の妥当性(原子力を担う人材、イノベーション・デジタル化を担う

人材等) 

 

(3) 評価対象期間 

 評価対象期間は、事後評価は原子力機構の第 3 期中長期目標期間 (平成 27 年 4 月 1 日～令

和 4 年 3 月 31 日)、事前評価は第 4 期中長期目標期間（令和 4年 4 月 1 日～令和 11 年 3 月 31 日）

とし、評価を行った。 
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This is a blank page. 

 

 

 

（別紙） 

 

 

 

 

 

 

研究開発・評価報告書 

 

研究開発課題「原子力基礎工学研究」事後／事前評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 4 年 2月 8 日 

原子力基礎工学研究・評価委員会 
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1．はじめに 

 

 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構(以下、「機構」と略記する。)では、平成 17 年 10 月

の発足以来、原子力の研究開発における基礎・基盤を担うことを目的に原子力基礎工学研究を実

施している。 

 原子力基礎工学研究に係る研究開発の内容を評価し、あるいは実施担当組織の求めに応じて助

言するために、機構の外部委員会として原子力基礎工学研究・評価委員会が設置され、年度ごと

に評価あるいは助言を行ってきている。18 回目となる今回は、第 3期中長期目標期間を対象とし

た事後評価と第 4 期中長期目標期間に係る事前評価となる。 

 本評価は、国の研究開発に関する大綱的指針に基づき実施されたもので、評価のための会合を

開いて、機構から提出された資料に基づき、研究開発の達成度、研究開発成果の波及効果の把握・

普及、将来への研究開発の展開、研究開発課題の選定、方向性・目的・目標等の妥当性、研究開発

の進め方の妥当性、研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性などを評価した。会合終了

後、各委員の意見を集約して報告書案を作成し、各委員のレビューを経て本報告書を完成した。 

 本研究・評価委員会による評価や意見が、原子力基礎工学研究の更なる発展に役立てられるこ

とを切に願う。また、本研究・評価委員会の委員、専門部会の専門委員には、多忙を極める中で、

非常に熱心に評価に携わって頂いた。各位のご尽力に深甚の謝意を表する。 

 

令和 4 年 2月 8 日 

原子力基礎工学研究・評価委員会 

委員長 渡邉 豊 
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4.1 事後評価 ................................................................ - 15 - 
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2．事後／事前評価 

2.1 評価の方法 

評価の実施に当たっては、まず、令和 3 年 10 月に個別の研究開発課題の基本方針について、

1 回目の事前評価として書面審議（参加委員 11 名）を行った。その後、機構が事後評価及び事

前評価（2 回目）に関する説明資料を提示し、それに基づく内容説明を行い、令和 4 年 1 月 13

日に委員による質疑応答を行った。質疑後に、書面により各委員の意見を集約（参加委員 10 名）

した。事後評価においては SABCD で、事前評価においては妥当、要改善で評定した。なお、事

後評価の評定と評価基準は以下のとおりである。 

 

事後評価の評定と評価基準について 

評定 評価基準 

S 「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な成果の創

出の期待等が認められる。 

A 「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められる。 

B 「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等

が認められ、着実な研究開発運営がなされている。 

C 「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に

向けて一層の工夫、改善等が期待される。 

D 「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に

向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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評価に携わった評価委員 

 

 

2.2 評価の対象 

 機構の実施する原子力基礎工学研究を評価の対象とした。 

 

2.3 評価の期間 

 事後評価では、第 3期中長期目標期間(平成 27 年度～令和 3 年度)を、事前評価では、第 4期

中長期目標期間(令和 4年度～令和 10 年度を想定)を評価対象期間とした。 

 

  

役職 氏 名 所 属 ・ 職 位 

委員長 渡邉 豊 
国立大学法人東北大学大学院 工学研究科  

量子エネルギー工学専攻 教授 

委員 池田 泰久 
国立大学法人東京工業大学 科学技術創成研究院 

ゼロカーボンエネルギー研究所 名誉教授 

委員 岩城 智香子 

東芝エネルギーシステムズ株式会社  

エネルギーシステム技術開発センター 

シニアフェロー 

委員 植田 真司 
公益財団法人環境科学技術研究所 環境影響研究部 

主任研究員（環境研究グループリーダー） 

委員 尾崎 友彦 
中部電力株式会社 原子力本部 原子力部  

運営グループ グループ長 

委員 笠原 直人 
国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 

原子力国際専攻 教授 

委員 北田 孝典 
国立大学法人大阪大学大学院 工学研究科  

環境エネルギー工学専攻 教授 

委員 西 義久 

一般財団法人電力中央研究所 

原子力リスク研究センター 

研究コーディネーター（リスク評価分野） 研究参事 

委員 野口 和彦 

国立大学法人横浜国立大学  

先端科学高等研究院 リスク共生社会創造センター 客員教

授 

委員 村上 朋子 
一般財団法人日本エネルギー経済研究所  

戦略研究ユニット 原子力グループ マネージャー 

委員 保田 浩志 
国立大学法人広島大学 

原爆放射線医科学研究所 教授 

  (委員氏名は五十音順。ただし委員長を除く)

 

 

2．事後／事前評価 

2.1 評価の方法 

評価の実施に当たっては、まず、令和 3 年 10 月に個別の研究開発課題の基本方針について、

1 回目の事前評価として書面審議（参加委員 11 名）を行った。その後、機構が事後評価及び事

前評価（2 回目）に関する説明資料を提示し、それに基づく内容説明を行い、令和 4 年 1 月 13

日に委員による質疑応答を行った。質疑後に、書面により各委員の意見を集約（参加委員 10 名）

した。事後評価においては SABCD で、事前評価においては妥当、要改善で評定した。なお、事

後評価の評定と評価基準は以下のとおりである。 

 

事後評価の評定と評価基準について 

評定 評価基準 

S 「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な成果の創

出の期待等が認められる。 

A 「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の

期待等が認められる。 

B 「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等

が認められ、着実な研究開発運営がなされている。 

C 「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に

向けて一層の工夫、改善等が期待される。 

D 「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な研究開発運営」に

向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等が求められる。 
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3．総合所見 

 

 事後評価の対象である第 3 期中長期目標期間の実績としては、着実に研究力の向上を図り、研

究開発を推進していると認められる。また、成果を多くの査読付き論文として発信し、顕著な成

果に関してはプレスリリースを積極的に実施するとともに、核データライブラリ、計算コードな

どの研究基盤の整備と外部への提供を実施すると同時に多くの学協会賞を受賞するなど外部から

の高い評価を多数受けており、基礎基盤研究として当初の目標以上の優れた成果が得られている

ものと考える。さらに、分離変換研究、東京電力福島第一原子力発電所(1F)事故、燃料材料等の

課題に対して、原子力に係る国内外の多くの研究機関と連携を図り、顕著な成果を上げており、

高く評価できる。加えて、多くの分野で、外部資金の獲得などにより成果を上げただけでなく、

研究開発を通じた人材育成を着実に実施したと評価できる。以上、「研究開発成果の最大化」に向

けて特に顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められると評価できる。なお、研

究成果の展開・発展、人材育成において成果が認められるものの更なる向上に期待する面がある。

特に研究成果の展開・発展については、原子力先進国の公的研究機関との比較、産業界等のニー

ズの適切な把握、及びこれまでの研究において上手く進められなかった課題を抽出・分析するこ

とにより、継続的改善を図ることが望まれる。 

 第 4 期中長期目標期間に係る事前評価においては、重要な課題を中心とした計画となっており、

概ね妥当と判断される。ただし、要改善との指摘を受けた部分に関しては、今後、意見を踏まえ

た見直しを望む。また、短期間（中長期目標期間）で実績を挙げられるかは不確かであるものの、

長期的視点から見て社会的意義の高い研究開発にも積極的に取り組んでいただきたい。さらに、

我が国の研究力維持のために次世代を担う若い研究者が意欲と希望を持って新奇性の高い研究に

挑戦する雰囲気が醸成されることを期待する。 
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4．評価結果 

4.1 事後評価 

 

自己評価：S 

 

原子力基礎工学研究・評価委員会 評価：S （委員評価 S：6、A：4） 

 

評価理由/ご意見： 

・ 第 2 期との比較において第 3 期は、知財を除けば、パフォーマンス指標（研究者数･年あたり

の、論文、プレスリリース、共同研究･受託研究、受賞の数）が総じて上向きであることから、

研究力の向上が着実に図られ、それに応じた成果が挙がったものと判断される。 

・ プロジェクト型研究での成果以外に、基礎科学に貢献する特筆すべき成果も挙がっているこ

とは、当該組織に期待される役割を充分に果たしていることの現れである。 

・ 仏国 CEA や米国のナショナルラボなど、原子力先進国の公的研究機関との比較において自己

評価する視点があると、さらに良い。 

 

・ 第 3 期中長期計画における重点課題を中心に各ディビジョンで目標以上の成果を挙げている。

また、成果の公表件数（各年度ほぼ 1 報/人）、受賞件数、科研費獲得の実績（一部事績がな

い分野もあり）等から判断して、Sと評価しうる。 

・ 計画に対して達成された内容だけでなく、おそらく不十分な点があったかと思います。それ

らの事がわかるようなまとめ方をして頂きたい。 

・ 成果発表については、各分野のテーマ毎に実績がわかるようにして頂きたい。 

・ 科研費については、代表者と分担者の区別、S, A, B 等に区別して示して頂きたい。 

 

・ それぞれのテーマにおいて多くの優れた成果を出されている。 

・ 学協会賞を受賞され、成果が客観的に評価されている。 

・ 計画外の成果も多数創出されている。 

・ 社会への反映については、プラットフォーム、データの提供など顕著と評価される。 

・ 産業界のニーズ取得とシーズ提供、異分野連携は、大変努力されている。 

・ 国内外他機関との連携は、大変努力されていると思うが、国際協力と共同研究の件数で顕著

かどうかの判断し難い。目標値に対してどうだったのか、あるいは前期に比べてどれだけ増

加したのかだけでもあるとよいのではないか。 

・ 「成功・不成功の原因の把握・分析」については十分とは判断できなかった。不成功の事例

がなく原因分析もご説明がなかった。個々に成功・不成功あっての総合評価と思うが、その

不成功の情報がないため自己評価が妥当なのかどうかも判断ができない。 

・ 「研究開発成果の妥当性」については、全般に判断項目・基準が不明確であり判断が難しい。 

・ 開発、構築、整備、公開と目標自体が大括りで（これ自体が目標と言えるのかどうか疑問）、

何を持って達成したのか判断基準が明確でないため、達成度の評価が難しい。 

 

 

3．総合所見 

 

 事後評価の対象である第 3 期中長期目標期間の実績としては、着実に研究力の向上を図り、研

究開発を推進していると認められる。また、成果を多くの査読付き論文として発信し、顕著な成

果に関してはプレスリリースを積極的に実施するとともに、核データライブラリ、計算コードな

どの研究基盤の整備と外部への提供を実施すると同時に多くの学協会賞を受賞するなど外部から

の高い評価を多数受けており、基礎基盤研究として当初の目標以上の優れた成果が得られている

ものと考える。さらに、分離変換研究、東京電力福島第一原子力発電所(1F)事故、燃料材料等の

課題に対して、原子力に係る国内外の多くの研究機関と連携を図り、顕著な成果を上げており、

高く評価できる。加えて、多くの分野で、外部資金の獲得などにより成果を上げただけでなく、

研究開発を通じた人材育成を着実に実施したと評価できる。以上、「研究開発成果の最大化」に向

けて特に顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められると評価できる。なお、研

究成果の展開・発展、人材育成において成果が認められるものの更なる向上に期待する面がある。

特に研究成果の展開・発展については、原子力先進国の公的研究機関との比較、産業界等のニー

ズの適切な把握、及びこれまでの研究において上手く進められなかった課題を抽出・分析するこ

とにより、継続的改善を図ることが望まれる。 

 第 4 期中長期目標期間に係る事前評価においては、重要な課題を中心とした計画となっており、

概ね妥当と判断される。ただし、要改善との指摘を受けた部分に関しては、今後、意見を踏まえ

た見直しを望む。また、短期間（中長期目標期間）で実績を挙げられるかは不確かであるものの、

長期的視点から見て社会的意義の高い研究開発にも積極的に取り組んでいただきたい。さらに、

我が国の研究力維持のために次世代を担う若い研究者が意欲と希望を持って新奇性の高い研究に

挑戦する雰囲気が醸成されることを期待する。 
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・ 分離変換技術については、専門部会での評価が行われている点が取り組みとして評価される。 

 

・ いずれの研究課題も、当初の研究計画を十分に達成しており、評定は S とした。 

・ 以下に、評価理由を示す。 

1．研究成果の達成度と当初計画の妥当性 

いずれの研究課題においても、当初の研究計画で期待された成果を上げており、達成度は十

分満足している。また、予定していた研究成果に加え、計画外の副次的な成果も多く得られて

いる。これらのことから、当初の研究計画は妥当と判断する。 

2．研究成果の社会への反映 

得られた成果は、原子力のさまざまな分野に応用、還元されている。また、データベース等

を利用しやすくするためのプラットフォーム構築は、産業界・学術界の連携を図る上で基盤と

なる取り組みであり、社会への貢献度は大きく、高く評価できる。 

3．研究成果の展開・発展 

成果は産業分野や医療分野に広く還元され、また各課題は新たな分野との基盤研究を積極的

に展開し、顕著な成果も出ており、高く評価できる。 

4．国内外他機関との連携 

分離変換研究、1F 事故、燃料材料等の課題に対して、原子力に係る国内外の多くの研究機関

と連携を図り、顕著な成果を上げており、高く評価できる。 

5．研究成果の発信 

成果を多くの査読付き論文として発信し、顕著な成果に関してはプレスリリースを積極的に

実施している。多くの高 IF の学術論文を創出し、被引用件数も 5 回/報と高く、高く評価でき

る。 

6．人材育成への取組 

将来の原子力を担う人材を育成するため、若手研究者や海外の研究者を積極的に受け入れて

いる。また、多くの研究者に対して、積極的に外国留学の派遣を行っており、これらの取り組

みは高く評価できる。 

 

・ 各研究分野において、学会賞等を数多く受賞、計画外の成果獲得、研究開発成果の産業界等

での活用など、特に顕著な成果が認められる。ただし、研究成果の展開・発展、人材育成に

おいて成果は認められるものの更なる向上に期待する面がある。特に研究成果の展開・発展

については、産業界等のニーズを適切に把握すること、これまでの研究において上手く進め

られなかった課題を抽出・分析し、継続的改善を図ることが望まれる（自己評価方法につい

て課題・改善の方向性を明確にするための見直しを行うことが有効では）。 

 

・ 多くの論文発表や受賞がある。 

・ 外部との連携も数多くなされている。 

・ プロジェクトや大きな社会ニーズと基礎工学の距離は大きいため、これまでの経験を活かし

てイノベーションを起こす研究課題設定能力が高まることを期待する。 
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・ 多くの分野で、外部資金の獲得などにより当初目標を超える成果を上げただけでなく、福島

事故対処ならびに研究開発を通じた人材育成を着実に実施したと判断する。 

 

・ 原子力の基盤研究力を支えるという重要なミッションをもったセンターとして、外部機関が

活用できる各種解析評価ツールの保守と高度化を進めるとともに、社会の要請に応じて、受

託研究 158 件、国際協力 14 件、共同研究 322 件等の多くの研究を遂行し、それらの研究成果

を社会に多数発信（査読付き主著論文 845 報、プレス 33 件）し、それらが、論文賞 14 件、

文部科学大臣表彰 8 件をはじめ学協賞 119 件の受賞につながるなど、高い実績を挙げたこと

を評価します。 

 

・ 特定の技術分野で実用化に直結させることがメインの目的ではなく、むしろあえて特定の分

野に限らず、一見遠い道のりに見える分野やアプローチを開拓すること、その視点の斬新さ

こそが基礎工学部門の強みと考える。その意味で、どの研究も有意義なものであったと評価

する。 

 

・ 全体として、多くの研究開発成果が示されており、学会賞などの実績などから対外的な評価

も高く、研究組織として精力的に活動していると判断できる。 

・ 国際協力や国際共同研究には言及しているが、その成果となる国際共著論文がどれだけ出て

いるかが示されていない。世界規模での当該研究分野への貢献が具体的に分かるよう、国際

共著論文の数やそれらのインパクト（引用実績等）を示していただきたい。 

・ PHITS 等の開発した成果の活用範囲が原子力基礎工学の分野を超えて拡がっているのは好ま

しいことである。しかしながら、機構の所掌範囲を超えた、中長期計画に記されていないそ

れらの研究活動の成果をどの程度の重みで評価するべきか分からなかったので、それらを評

価するための考え方や関連情報を明示していただきたい。 

 

4.2 事前評価 

委員評価 妥当：8、要改善：2 

 

評価理由/ご意見： 

・ 全体として、第 4 期に目指すものを、第 3 期の成果を踏まえて真剣に考えていることは理解

できる。ただし、第 1 回事前評価において委員から示された改善要望に直接応える形の資料

（頁）を加えて頂きたい。 

・ ところで、達成目標をより具体的、定量的な形で示しにくい事情は理解できる。意欲的な目

標を掲げるほど、結果的に未達項目が増えて評価上不利になることを危惧するため、意欲的

な目標ほど定量的に示しにくい。とくに、基礎･基盤研究においては、いわゆる減点法的な視

点よりも加点法的な視点での評価となるべきであり、点検・評価の仕組み自体についてもよ

り良い方向を目指すことが望まれる。いずれにしても、研究者が持てるパフォーマンスを最

大限発揮するとともにパフォーマンス向上を図る一助となることが自己点検・第三者評価の

 

 

・ 分離変換技術については、専門部会での評価が行われている点が取り組みとして評価される。 

 

・ いずれの研究課題も、当初の研究計画を十分に達成しており、評定は S とした。 

・ 以下に、評価理由を示す。 

1．研究成果の達成度と当初計画の妥当性 

いずれの研究課題においても、当初の研究計画で期待された成果を上げており、達成度は十

分満足している。また、予定していた研究成果に加え、計画外の副次的な成果も多く得られて

いる。これらのことから、当初の研究計画は妥当と判断する。 

2．研究成果の社会への反映 

得られた成果は、原子力のさまざまな分野に応用、還元されている。また、データベース等

を利用しやすくするためのプラットフォーム構築は、産業界・学術界の連携を図る上で基盤と

なる取り組みであり、社会への貢献度は大きく、高く評価できる。 

3．研究成果の展開・発展 

成果は産業分野や医療分野に広く還元され、また各課題は新たな分野との基盤研究を積極的

に展開し、顕著な成果も出ており、高く評価できる。 

4．国内外他機関との連携 

分離変換研究、1F 事故、燃料材料等の課題に対して、原子力に係る国内外の多くの研究機関

と連携を図り、顕著な成果を上げており、高く評価できる。 

5．研究成果の発信 

成果を多くの査読付き論文として発信し、顕著な成果に関してはプレスリリースを積極的に

実施している。多くの高 IF の学術論文を創出し、被引用件数も 5 回/報と高く、高く評価でき

る。 

6．人材育成への取組 

将来の原子力を担う人材を育成するため、若手研究者や海外の研究者を積極的に受け入れて

いる。また、多くの研究者に対して、積極的に外国留学の派遣を行っており、これらの取り組

みは高く評価できる。 

 

・ 各研究分野において、学会賞等を数多く受賞、計画外の成果獲得、研究開発成果の産業界等

での活用など、特に顕著な成果が認められる。ただし、研究成果の展開・発展、人材育成に

おいて成果は認められるものの更なる向上に期待する面がある。特に研究成果の展開・発展

については、産業界等のニーズを適切に把握すること、これまでの研究において上手く進め

られなかった課題を抽出・分析し、継続的改善を図ることが望まれる（自己評価方法につい

て課題・改善の方向性を明確にするための見直しを行うことが有効では）。 

 

・ 多くの論文発表や受賞がある。 

・ 外部との連携も数多くなされている。 

・ プロジェクトや大きな社会ニーズと基礎工学の距離は大きいため、これまでの経験を活かし

てイノベーションを起こす研究課題設定能力が高まることを期待する。 
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重要な役割の一つである。とくに、次世代を担う若い研究者が意欲と希望を持って新奇性の

高い研究に挑戦する雰囲気の醸成されることが我が国の研究力維持のために極めて重要であ

る。 

 

・ ディビジョンを 3 にし、かつ 11 グループに再編成して研究開発を進める案は、実施内容の重

複を防ぎ、連携をし易くする等の観点から妥当と思います。 

・ 様々な原子力利用システムに対応して減容化・有害度低減を可能とする原子力システムの提

示は、重要と考えます。従来の炉からではなく、核燃料サイクル全体を俯瞰した研究開発、

下流側から見て合理的である原子力システムの開発に寄与する基礎研究が必要と思います。 

・ 研究開発の DX 化、具体的には革新的原子力システム研究開発（デジタルツイン＋）との事で

すが、研究開発の革新化なのか？革新的原子力システムの開発なのか？7 年後の全体像が見

えるようにして頂きたい。 

 

・ 研究の大きな方向性としては妥当であると考える。 

・ テーマの多くが目標＝実施内容になっていると感じる。達成度を評価できるような具体的な

目標が必要と考える。 

・ 原子力・エネルギーのロードマップとのリンク、社会の長期的な変化等からバックキャスト

した計画になっているのかがわからず、目標の内容や達成時期の妥当性が判断できない。 

・ 研究資金・人材等の研究開発資源の配分が妥当かどうか判断できない。 

・ 研究のデジタルツインは期待したいが、これを目玉とするなら、従来と何が違うのかを明確

にされるとよいと思う。少なくともご説明ではそれがわからなかった。本取り組みによる効

果を評価できるようにして発信されるとよいと思う。 

・ 第三期とは異なる点を明確にしたほうがよいと感じた。新たなチャレンジングな目標である

なら、たとえ達成できなくとも評価が下がることはないと考える。 

・ 国研として目指す姿を明確にし、それを実現するために適切な KPI を設定すべきと考える。

また、KPI の目標値は根拠をもって設定し継続的に見直していく必要があると思う。 

・ 日本を代表する原子力の研究所として、世界をベンチマークして現状の立ち位置を明確にし、

客観的な数値目標や視点を取り入れることも必要と考える。 

・ テーマによるとは理解しつつ、知財は研究所なら努力目標でなく必須ではないかと考える。

知財戦略が必要と考える。 

・ 人材育成において、研究所にもダイバーシティ・インクルージョンは欠かせないものと考え

る。特に女性研究者については、同等なのは当然としてもう少し踏み込んだ取組、例えば将

来のディビジョンリーダやその上を目指す人材育成といった積極的な教育もぜひ検討いただ

きたい。 

 

・ 研究計画は、妥当と判断する。以下に、評価理由を示す。 

1．研究計画の妥当性 

いずれの課題についても関連省庁、団体及び学会からヒアリングを行い、これらのステーク
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ホルダーからのニーズ・意見を踏まえて方向性・目的・目標を策定し、なかには挑戦的な達成

目標を立てており、研究計画は妥当と判断する。 

なかでも、「原子力の安全向上のための研究開発」は、2020 年 10 月の「2050 年カーボンニュー

トラル宣言」に貢献することを目標に、軽水炉の安全性・経済性向上等の研究開発を掲げてい

る。温暖化ガス低減が求められている現在において、安全性が高く、効率の高い原子炉を開発

する方向性や目的の設定は高く評価できる。 

さらに、「原子力科学技術に係る基礎基盤研究」では、現在、研究が進められている未来社会

Society5.0 等に資すること、小規模実験による革新的原子力システム研究開発、及び異分野と

の共創によるイノベーション創出を目的に基本方針が立てられている点は、評価できる。 

加えて、「放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開発」及び「1F 廃炉支援」に関しても、重

要であり、1F 廃炉支援は喫緊の課題となっており、高く評価できる。 

2．研究成果の社会への反映計画の妥当性・国内外他機関との連携の妥当性 

いずれの課題も、機構一機関のみではなく、産業界や国内外の大学・研究機関と連携を図っ

て遂行することを計画している。また、原子力分野への成果の反映のみならず、他分野へも成

果を還元することを目指しており、計画は妥当と判断する。 

3．研究の発信計画の妥当性・人材育成への取組の妥当性 

第 3 期の研究成果が多くの学術論文の創出やプレスリリース等がなされた。第 4 期において

も、学術誌への成果の発信のみならず、開発コードの提供やそれらの講習会なども計画してい

る。また、人材育成に関するカリキュラムも充実し、計画は妥当と判断する。 

・ 成果の定量的な評価を実施するにあたって、論文数やプレスリリース数等の達成目標の指標

（KPI 等）があると良い。 

・ 第 3 期研究から第 4 期にかけて、継続課題があるが、新たな内容等の違いを明確化してもら

えると評価しやすい。 

・ 基礎研究は成功するか否かの野心的な課題に挑戦することが欠かせないと考えます。先日の

委員会でもありましたが、全てが達成できていることは良いことですが、目標が保守的だっ

たのではないかという解釈になりかねません。予算の性格上、未達があってはならないとい

うことがあるのかもしれませんが、基礎研究なので未達を恐れず、挑戦的な目標を立てるこ

とが今後の原子力イノベーションに反映すると考えます。 

 

・ 2050 年カーボンニュートラルに貢献することなどを目指し、産業界等のニーズを把握、研究

開発の DX 化などを適用し、他機関とも連携してイノベーション創出などの内容は妥当と考え

る。ただし、第 3 期に対する評価において上手く進められなかった課題と今後の改善が明ら

かにされ、第 4 期計画への反映がなされる必要があると考えるが、その点が読み取れない。 

 

・ 個別の研究計画は良く練られていると思われる。 

・ それらを統合し、機構として分かり易いメッセージが発信できるとなお良い。 

・ 例えば、高速炉サイクルと組み合わせる MA 含有燃料開発と ADS 開発が行われているが、これ

らを組み合わせて、我が国の核燃料サイクルがどのような方向に向かうのが望ましいかが描

 

 

重要な役割の一つである。とくに、次世代を担う若い研究者が意欲と希望を持って新奇性の

高い研究に挑戦する雰囲気の醸成されることが我が国の研究力維持のために極めて重要であ

る。 

 

・ ディビジョンを 3 にし、かつ 11 グループに再編成して研究開発を進める案は、実施内容の重

複を防ぎ、連携をし易くする等の観点から妥当と思います。 

・ 様々な原子力利用システムに対応して減容化・有害度低減を可能とする原子力システムの提

示は、重要と考えます。従来の炉からではなく、核燃料サイクル全体を俯瞰した研究開発、

下流側から見て合理的である原子力システムの開発に寄与する基礎研究が必要と思います。 

・ 研究開発の DX 化、具体的には革新的原子力システム研究開発（デジタルツイン＋）との事で

すが、研究開発の革新化なのか？革新的原子力システムの開発なのか？7 年後の全体像が見

えるようにして頂きたい。 

 

・ 研究の大きな方向性としては妥当であると考える。 

・ テーマの多くが目標＝実施内容になっていると感じる。達成度を評価できるような具体的な

目標が必要と考える。 

・ 原子力・エネルギーのロードマップとのリンク、社会の長期的な変化等からバックキャスト

した計画になっているのかがわからず、目標の内容や達成時期の妥当性が判断できない。 

・ 研究資金・人材等の研究開発資源の配分が妥当かどうか判断できない。 

・ 研究のデジタルツインは期待したいが、これを目玉とするなら、従来と何が違うのかを明確

にされるとよいと思う。少なくともご説明ではそれがわからなかった。本取り組みによる効

果を評価できるようにして発信されるとよいと思う。 

・ 第三期とは異なる点を明確にしたほうがよいと感じた。新たなチャレンジングな目標である

なら、たとえ達成できなくとも評価が下がることはないと考える。 

・ 国研として目指す姿を明確にし、それを実現するために適切な KPI を設定すべきと考える。

また、KPI の目標値は根拠をもって設定し継続的に見直していく必要があると思う。 

・ 日本を代表する原子力の研究所として、世界をベンチマークして現状の立ち位置を明確にし、

客観的な数値目標や視点を取り入れることも必要と考える。 

・ テーマによるとは理解しつつ、知財は研究所なら努力目標でなく必須ではないかと考える。

知財戦略が必要と考える。 

・ 人材育成において、研究所にもダイバーシティ・インクルージョンは欠かせないものと考え

る。特に女性研究者については、同等なのは当然としてもう少し踏み込んだ取組、例えば将

来のディビジョンリーダやその上を目指す人材育成といった積極的な教育もぜひ検討いただ

きたい。 

 

・ 研究計画は、妥当と判断する。以下に、評価理由を示す。 

1．研究計画の妥当性 

いずれの課題についても関連省庁、団体及び学会からヒアリングを行い、これらのステーク
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けることを期待する。 

 

・ 審議会においてあげられた項目・内容を適切に組み込んでおり、原子力基礎工学研究センタ

ーでの研究開発項目・内容として妥当と考える。 

・ ただコメントとして、以下の 2 点を挙げさせていただきます。 

・ 資料は原子力基礎工学研究センターだけであり、機構全体として研究開発項目の不足や重複

があるかが不明であるため、参考資料として機構の他センターを含めた全体像を提示いただ

ければありがたい。 

・ ディビジョン・グループの再編(第 18 回原子力基礎工学研究・評価委員会資料 13,p.9)の目

的と思われる、研究項目の連携強化をどのように図るか（これまでの体制では対応できない

事柄）が明確でないと感じます。 

 

・ 第 4 期中長期計画に基づき、2050 年カーボンニュートラルに貢献するため軽水炉の安全性・

経済性を格段に向上させる取組を実施する、デジタルツイン＋概念を構築し産学官の共創に

よるイノベーション創出に取り組む、さらに、放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開

発に継続して取り組むという方向性は妥当と判断します。 

・ 研究計画の具体化の際は、ダーウィンの海を越えるため、産業界との密なディスカッション

により研究の枠を超えた具体的な業務計画策定とその予算化まで踏み込んでいただければ、

より社会実装が加速されると期待します。 

 

・ 本来であれば基礎工学分野は、産業界やユーザのニーズが短期に変化してもそれに柔軟にぴ

たりと合わせる必要はないはずのものである。なので「社会実装に向けた取組」「ニーズへの

適合性」といった評価視点にとらわれすぎることのないよう、原子力工学研究のプロとして

信じる方向性を貫いていただければと思う。 

 

・ これまでの研究開発を通して培ってきた高度な技術や研究環境を基盤としており、着実に先

導的な成果を挙げ続けていくうえで妥当な計画であると考える。 

・ 一方、小型モジュール炉や溶融塩炉の実用化に不可欠な要素技術の開発や、超長期にわたる

放射性廃棄物処分を実現するための調査研究など、短期間（中長期目標期間）で実績を挙げ

られるかは不確かであるものの、長期的視点から見て社会的意義の高い研究開発にも積極的

に取り組んでいただきたい。 
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付録 

（日本原子力研究開発機構作成資料） 

 

 

参考資料 1  研究開発課題の事後／事前評価について（諮問） 

参考資料 2  評価資料* 

参考資料 3  原子力基礎工学研究・評価委員会における提言と機構の措置 

 

*添付 CD-ROM に収録 
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・ 審議会においてあげられた項目・内容を適切に組み込んでおり、原子力基礎工学研究センタ

ーでの研究開発項目・内容として妥当と考える。 

・ ただコメントとして、以下の 2 点を挙げさせていただきます。 

・ 資料は原子力基礎工学研究センターだけであり、機構全体として研究開発項目の不足や重複

があるかが不明であるため、参考資料として機構の他センターを含めた全体像を提示いただ
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的と思われる、研究項目の連携強化をどのように図るか（これまでの体制では対応できない

事柄）が明確でないと感じます。 

 

・ 第 4 期中長期計画に基づき、2050 年カーボンニュートラルに貢献するため軽水炉の安全性・

経済性を格段に向上させる取組を実施する、デジタルツイン＋概念を構築し産学官の共創に

よるイノベーション創出に取り組む、さらに、放射性廃棄物の減容化・有害度低減の研究開

発に継続して取り組むという方向性は妥当と判断します。 

・ 研究計画の具体化の際は、ダーウィンの海を越えるため、産業界との密なディスカッション

により研究の枠を超えた具体的な業務計画策定とその予算化まで踏み込んでいただければ、

より社会実装が加速されると期待します。 

 

・ 本来であれば基礎工学分野は、産業界やユーザのニーズが短期に変化してもそれに柔軟にぴ

たりと合わせる必要はないはずのものである。なので「社会実装に向けた取組」「ニーズへの

適合性」といった評価視点にとらわれすぎることのないよう、原子力工学研究のプロとして

信じる方向性を貫いていただければと思う。 

 

・ これまでの研究開発を通して培ってきた高度な技術や研究環境を基盤としており、着実に先

導的な成果を挙げ続けていくうえで妥当な計画であると考える。 

・ 一方、小型モジュール炉や溶融塩炉の実用化に不可欠な要素技術の開発や、超長期にわたる

放射性廃棄物処分を実現するための調査研究など、短期間（中長期目標期間）で実績を挙げ

られるかは不確かであるものの、長期的視点から見て社会的意義の高い研究開発にも積極的

に取り組んでいただきたい。 
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参考資料 1 

 

研究開発課題の事後／事前評価について（諮問） 
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令 ０ ３ 原 機 （ 原 ） ０ ０ ４ 

令 和 ３ 年 ７ 月 ３ ０ 日 

 

原子力基礎工学研究･評価委員会 

 委員長 渡邉 豊 殿 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究部門 

 部門長  大井川 宏之 

 

 

 

研 究 開 発 課 題 の事 後 ／ 事 前 評 価 について （ 諮 問 ）  

 

「研究開発・評価委員会の設置について」（17（達）第 42 号）第 3 条第 1 項に基づ

き、次の事項について諮問します。 

 

 

記  

 

 

〔 諮 問 事 項 〕  

 

・ 「原子力基礎工学研究」 に関 する事 後 評 価  

・ 「原子力基礎工学研究」 に関 する事 前 評 価  

 

 

 

 

 

以 上 
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参考資料 2 

 

評価資料 
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原子力基礎工学研究事後／事前評価資料目次 

（添付 CD-ROM に収録） 

 

第 17 回原子力基礎工学研究・評価委員会 

資料 1 原子力基礎工学研究・評価委員会委員名簿  

資料 2 令和 3 年度の研究課題評価について  

資料 3 評価シート(第 1回事前評価)  

資料 4 原子力機構の研究開発の取組の基本方針案  

資料 5 第 4 期中長期計画における取組の基本方針案 

 

第 18 回原子力基礎工学研究・評価委員会 

資料 1 原子力基礎工学研究・評価委員会委員名簿 

資料 2 事後評価・事前評価について 

資料 3 第 1 回事前評価結果 

資料 4 評価シート(事後評価及び令和 3 年度実績) 

資料 5 評価シート(第 2 回事前評価) 

資料 6 原子力基礎工学研究の事後評価について 

資料 7 軽水炉工学・核工学に関する研究（事後評価） 

資料 8 燃料・材料工学に関する研究（事後評価） 

資料 9 原子力化学に関する研究（事後評価） 

資料 10 環境・放射線科学に関する研究（事後評価） 

資料 11 分離変換技術に関する研究（事後評価） 

資料 12 原子力基礎工学研究の総合評価等について 

資料 13 原子力基礎工学研究に関する第 4期中長期計画における第 2 回事前評価 

資料 14 核工学・炉工学研究（第 2 回事前評価） 

資料 15 燃料・材料工学研究（第 2 回事前評価） 

資料 16 原子力化学と環境・放射線科学研究（第 2 回事前評価） 

資料 17 原子力基礎工学研究の事前自己評価について 
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参考資料 3 

 

原子力基礎工学研究・評価委員会における意見と機構の措置 
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原子力基礎工学研究・評価委員会における提言と機構の措置 

 

事後評価 

提言 機構の措置 

・ 計画に対して達成された内容だけでなく、

おそらく不十分な点があったかと思う。そ

れらのことがわかるようなまとめ方をし

ていただきたい。 

・ 「成功・不成功の原因の把握・分析」につ

いては十分とは判断できなかった。不成功

の事例がなく原因分析も説明がなかった。

個々に成功・不成功あっての総合評価と思

うが、その不成功の情報がないため自己評

価が妥当なのかどうかも判断ができない。

・ 特に研究成果の展開・発展については、産

業界等のニーズを適切に把握すること、こ

れまでの研究においてうまく進められな

かった課題を抽出・分析し、継続的改善を

図ることが望まれる（自己評価方法につい

て課題・改善の方向性を明確にするための

見直しを行うことが有効では）。 

個々の研究課題において課題をどのように克

服したのかも含めた資料となるように努めて

いきます。 

・ 仏国 CEA や米国のナショナルラボなど、原

子力先進国の公的研究機関との比較にお

いて自己評価する視点があると、さらに良

い。 

海外他機関との比較を含めた自己評価に努め

ていきます。 

 

事前評価 

提言 機構の措置 

・ 基礎研究は成功するか否かの野心的な課

題に挑戦することが欠かせないと考えま

す。先日の委員会でもありましたが、全て

が達成できていることは良いことですが、

目標が保守的だったのではないかという

解釈になりかねません。予算の性格上、未

達があってはならないということがある

のかもしれませんが、基礎研究なので未達

を恐れず、挑戦的な目標を立てることが今

軽水炉研究、分離変換研究等の長期的な視点

で社会的意義の高い研究開発に挑戦的に取り

組み原子力の基礎基盤の維持・発展を図ると

ともに、その時々のニーズにも対応していき

ます。また、第 4 期中長期計画に記載していま

す“デジタルツイン＋”のような挑戦的な目標

の場合には、資料に明示するようにいたしま

す。 
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後の原子力イノベーションに反映すると

考えます。  

・ 本来であれば基礎工学分野は、産業界やユ

ーザのニーズが短期に変化してもそれに

柔軟にぴたりと合わせる必要はないはず

のものである。なので「社会実装に向けた

取組」「ニーズへの適合性」といった評価

視点にとらわれすぎることのないよう、原

子力工学研究のプロとして信じる方向性

を貫いていただければと思う。  

・ 小型モジュール炉や溶融塩炉の実用化に

不可欠な要素技術の開発や、超長期にわた

る放射性廃棄物処分を実現するための調

査研究など、短期間（中長期目標期間）で

実績を挙げられるかは不確かであるもの

の、長期的視点から見て社会的意義の高い

研究開発にも積極的に取り組んでいただ

きたい。 

・ 個別の研究計画は良く練られていると思

われる。それらを統合し、機構として分か

り易いメッセージが発信できるとなお良

い。 

関連する研究開発の連携により、統合的に研

究開発を進め、カーボンニュートラル実現や

イノベーション創出に貢献する姿を広く一般

の方にも理解いただけるように情報発信を行

っていきます。 

・ 人材育成において、研究所にもダイバーシ

ティ・インクルージョンは欠かせないもの

と考える。特に女性研究者については、同

等なのは当然としてもう少し踏み込んだ

取り組み、例えば将来のディビジョンリー

ダやその上を目指す人材育成といった積

極的な教育もぜひ検討いただきたい。 

原子力機構全体の人材育成方針に基づき、

個々の資質にあった人材育成に取り組んでい

きます。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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